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平成30年度 米原市財政健全化および経営健全化審査の意見について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）第３条第１項および第

22 条第１項の規定により審査に付された平成 30 年度の実質赤字比率、連結実質赤字比率、実

質公債費比率、将来負担比率および資金不足比率ならびにその算定の基礎となる事項を記載し

た書類を審査したので、その結果について次のとおり意見書を提出します。 
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平成 30 年度 米原市財政健全化審査意見書 

 

第１ 審査の対象 

１ 審査に付された平成 30 年度の実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率お

よび将来負担比率（以下「健全化判断比率」という。） 

２ 上記健全化判断比率の算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

第２ 審査の期間 

令和元年７月 19 日（金）から令和元年８月 13 日（火）まで 

 

第３ 審査の手続 

この健全化判断比率審査は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成 19 年法

律第 94号。以下「財政健全化法」という。）第３条第１項の規定に基づき、米原市長か

ら提出された健全化判断比率およびその算定の基礎となる事項を記載した書類が法令等

の趣旨に沿って適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。 

 

第４ 審査の結果 

審査に付された健全化判断比率は、法令の規定に従って適正に算定されていた。また、

算定の基礎となる事項を記載した書類は、適正に作成されているものと認められた。 

 

  ▽健全化判断比率の状況                       （単位：％） 

健全化判断比率 平成 30 年度比率 早期健全化基準 財政再生基準 

ア 実質赤字比率 ― 12.98 20.00 

イ 連結実質赤字比率 ― 17.98 30.00 

ウ 実質公債費比率 6.1 25.0  35.0  

エ 将来負担比率 ― 350.0   

 

地方公共団体は、上記健全化判断比率のいずれかが一定基準以上になった場合、財政

健全化計画または財政再生計画を策定し、財政の健全化を図らなければならない。平成

30 年度における本市の健全化判断比率については、全ての比率において早期健全化基準

未満であった。 

ア 実質赤字比率は、実質赤字が発生しなかったため算定されなかった。 

イ 連結実質赤字比率は、連結実質赤字が発生しなかったため算定されなかった。 

ウ 実質公債費比率は 6.1％で、早期健全化基準の 25.0％を下回った。 

エ 将来負担比率は、将来負担額が充当可能財源等を下回るため算定されなかった。 

 

※ 早期健全化基準とは、財政収支が不均衡な状況その他の財政状況が悪化した状況において、自主的かつ計画的に

その財政の健全化を図るべき基準として定められた数値。この基準を超えると、地方公共団体は財政健全化計画

の策定など、自主的な改善努力による財政健全化を図ることとなる。 

※ 財政再生基準とは、財政収支の著しい不均衡その他の財政状況の著しい悪化により、自主的な財政の健全化を図

ることが困難な状況において、計画的にその財政の再生を図るべき基準として、早期健全化基準を超えるものと

して定められた数値。この基準を超えると、地方公共団体は財政再生計画の策定など国等の関与による確実な再

生を図ることとなる。 



97 

 

 

特別会計 

 

 

 

一般会計 

 

一部事務組合・広域連合 

（湖北広域行政事務センター、湖北地域消防組合等） 

米 

原 

市 

の 

会 

計 

 

うち 

公営企業 

会計 

地方公社・第三セクター等 

（公益財団法人伊吹山麓まいばらスポーツ文化振興

事業団、滋賀県信用保証協会） 

実 

質 

赤 

字 

比 
率 

資 

金 

不 

足 

比 

率 

※ 

 

公営事業会計 

国民健康保険事業 

介護保険事業 

後期高齢者医療事業 

 

 

 

〔法適用〕 

水道事業 

下水道事業 

 

一般会計等 

 

一般会計 

駐車場事業 

第５ 健全化判断比率について 

１ 健全化判断比率等の対象会計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※公営企業会計ごとに算定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

将 

来 

負 

担 

比 

率 

連 

結 

実 

質 

赤 

字 

比 

率 

実 

質 

公 

債 

費 

比 

率 



 

98 

２ 実質赤字比率について 

（１）算定方法 

 

地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示

すもので、次により算定される。 
 

一般会計等の実質赤字額 
実質赤字比率 ＝ 

               標準財政規模 

 

○一般会計等の実質赤字額 

一般会計および特別会計のうち普通会計に相当する会計における実質赤字の額 

○標準財政規模 

地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を

示すもので、標準税収入額等に普通交付税を加算したものをいう。なお、健全化判

断比率の算定上は、臨時財政対策債発行可能額を含めることとされている。 

 

（２）算定結果                        （単位：千円） 

    一般会計等の実質赤字額            0  

                  ＝ 

       標準財政規模            12,691,251   

 

                    ＝   ―   ％ 

３ 連結実質赤字比率について 

（１）算定方法 

 

すべての会計の赤字や黒字を合算して赤字の程度を指標化し、地方公共団体として

の財政運営の悪化の度合いを示すもので、次により算定される。 
 

連結実質赤字額 
連結実質赤字比率＝ 

                標準財政規模 

 

○連結実質赤字額 

次の①と②の合計額が③と④の合計額を超える場合の当該超える額 

①一般会計および公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会

計のうち、実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額 

②公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額 

③一般会計および公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒

字の合計額 

④公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額 
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（２）算定結果 

ア 連結実質赤字額                   (単位：千円） 

①      0  ＋ ②      0  ＝      0  

③   891,751   ＋ ④  2,310,754  ＝  3,202,505  

 

イ 連結実質赤字比率 

（単位：千円） 

    連結実質赤字額  ①と②の合計額が③と④の合計額を超える場合の当該超える額  0  

         ＝ 
    標準財政規模              12,691,251  

           ＝   ―   ％ 

（単位：千円・％） 

会 計 区 分 実質収支額 
(2)算定結果の

該当項目 

一般会計

等 

一般会計 834,461 

③ 一般会計等に属する特別会計：駐車場事業特別会計 113 

小 計（Ａ） 834,574 

標準財政規模 12,691,251  

実質赤字比率 △6.57  

 

会 計 区 分 実質収支額 
(2)算定結果の

該当項目 

一般会計等以外の特別会

計のうち、公営企業に係

る特別会計以外の会計 

国民健康保険事業特別会計 16,495 

③ 
介護保険事業特別会計 32,332 

後期高齢者医療事業特別会計 8,350 

小 計（Ｂ） 57,177 
 

会 計 区 分 資金剰余額 
(2)算定結果の

該当項目 

公営企業

会計 
法適用 

水道事業会計 2,233,861 

④ 下水道事業会計 76,893 

小 計（Ｃ） 2,310,754 
 

合計（Ａ+Ｂ+Ｃ） 3,202,505  

標準財政規模 12,691,251  

連結実質赤字比率 △25.23  

  
※ 実質収支または連結実質収支が黒字である場合、「実質赤字比率（％）」「連結実質赤字比率（％）」は

負の値で表示される。 
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４ 実質公債費比率について 

（１）算定方法 

 

借入金（地方債）の返済額およびこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰り

の程度を示すもので、次により算定される。 
 
         （地方債の元利償還金＋準元利償還金） 
           －（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 
実質公債費比率 ＝ 
（３か年平均）   標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

 
※ 元利償還金は繰上償還を控除したもの 

 

○準元利償還金：次の①から⑤までの合計額 

①満期一括償還地方債について、償還期間を 30 年とする元金均等年賦償還とした場

合における 1年当たりの元金償還金相当額 

②一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還

の財源に充てたと認められるもの 

③組合・地方開発事業団(組合等)への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地

方債の償還の財源に充てたと認められるもの 

④債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの 

⑤一時借入金の利子 

 

（２）算定結果 

平成 28 年度 

  （地方債の元利償還金  1,621,682 ＋準元利償還金  1,457,972 ） 

－（特定財源  117,161 ＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額  2,514,907 ） 

  標準財政規模 12,530,252 －元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額  2,514,907 ） 
 

   ＝  4.46900 ％ 

 

平成 29 年度 

  （地方債の元利償還金  1,678,316 ＋準元利償還金  1,837,917 ） 

－（特定財源   95,792 ＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額  2,509,279 ） 

  標準財政規模 12,523,675 －元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額  2,509,279 ） 

   ＝  9.09852 ％ 

 

平成 30 年度 

  （地方債の元利償還金  1,905,161 ＋準元利償還金  1,292,348 ） 

－（特定財源   82,324 ＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額  2,634,324 ） 

  標準財政規模 12,691,251 －元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額  2,634,324 ） 
 

   ＝  4.78139 ％ 
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○平成 30年度の実質公債費比率 

（単位：％） 

 

 

単年度比率 
３か年平均 

平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

実質公債費比率 4.5 9.1 4.8 6.1 

 
※ 単年度比率は表示単位未満四捨五入、３か年平均は小数点第２位以下切捨て 

 

平成 30 年度においては、元利償還金の額は増加したが公営企業の地方債償還に充てた

繰入金が減少したことにより単年度比率が 4.3 ポイント減少したが、３か年平均は 1.1

ポイント上昇した。 

 

○過去５か年の実質公債費比率（３か年平均）の推移 
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５ 将来負担比率について 

（１）算定方法 

 

地方公共団体の一般会計等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある

負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示すも

ので、次により算定される。 
 
        将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額 

＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 
将来負担比率＝ 
        標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

 

○将来負担額：次の①から⑩までの合計額 

①一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高 

②債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費に係るもの） 

③一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額 

④当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見

込額 

⑤退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担

見込額 

⑥地方公共団体が設立した一定の法人（設立法人）の負債の額のうち、当該法人等の

財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額 

⑦当該団体が受益権を有する信託の負債の額のうち、当該信託に係る信託財産の状況

を勘案した一般会計等の負担見込額 

⑧設立法人以外の者のために負担している債務の額および当該年度の前年度内に償

還すべきものとして当該団体の一般会計等から設立法人以外の者に対して貸付け

を行った貸付金の額のうち、当該設立法人以外の者の財務・経営状況を勘案した一

般会計等の負担見込額 

⑨連結実質赤字額 

⑩組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 

 

○充当可能基金額 

上記①から⑩までの償還額等に充てることができる地方自治法第 241 条の基金 

 

 

（２）算定結果 

(単位：千円） 

将来負担額 43,443,299 －(充当可能基金額 12,909,703 ＋特定財源見込額  1,054,835  

＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 32,218,710  ） 

標準財政規模 12,691,251 －元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額  2,634,324   

 

＝  ―   ％   
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平成 30 年度 米原市経営健全化審査意見書 

 

第１ 審査の対象 

平成 30 年度  米原市水道事業会計 

平成 30 年度  米原市下水道事業会計 

上記各会計決算について、審査に付された資金不足比率およびその算定の基礎となる

事項を記載した書類 

 

第２ 審査の期間 

令和元年７月 19 日（金）から令和元年８月 13 日（火）まで 

 

第３ 審査の手続 

この資金不足比率審査は、財政健全化法第 22 条第１項の規定に基づき、米原市長から

提出された資金不足比率およびその算定の基礎となる事項を記載した書類が法令等の趣

旨に沿って適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。 

 

第４ 審査の結果 

審査に付された資金不足比率は、法令の規定に従って適正に算定されていた。また、

算定の基礎となる事項を記載した書類は、適正に作成されているものと認められた。 

▽各会計の資金不足比率の状況                                         （単位：％） 

会 計 名 平成 30 年度 
経営健全化 
基   準 

米原市水道事業会計 ― 
20.0 

米原市下水道事業会計 ― 
 

地方公共団体は、公営企業において資金不足比率が経営健全化基準以上である場合、

経営健全化計画を策定し、財政の健全化を図らなければならない。 

資金不足比率は公営企業ごとの資金不足額の事業規模等に対する比率で、平成 30 年度

においては、本市の全ての会計において資金不足が発生しなかったため、資金不足比率

は算出されなかった。 

 

※ 資金不足額が算定されない場合は、資金不足比率は「－」となる。 

※ 経営健全化基準とは、地方公共団体が、自主的かつ計画的に公営企業の経営の健全化を図るべき基準

として、資金不足比率について定められた数値。この基準を超えると、資金不足比率を経営健全化基

準未満とすることを目標とした経営健全化計画を定めなければならない。 
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第５ 資金不足比率について 

（１）資金不足比率の対象会計 

①公営企業会計(法適用）・・地方公営企業法第２条の事業 

ア 米原市水道事業会計 

イ 米原市下水道事業会計 
 

（２）算定方法 

 

公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指

標化し、経営状態の悪化の度合いを示すもので、次により算定される。 
 

資金の不足額 
資金不足比率 ＝ 

             事業の規模 

 

○資金の不足額 

法適用企業 

＝①流動負債（控除企業債等を除いた額）  

＋②建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債現在高 

－③流動資産 －④解消可能資金不足額 
 

○事業の規模 

法適用企業 

＝①営業収益の額－②受託工事収益の額 
 

（３）算定結果 

ア 米原市水道事業会計                        (単位：千円） 

           流動負債  88,750 ＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした

資金の不足額          地方債現在高 0 －流動資産 2,322,611  －解消可能資金不足額 0  

 事業の規模        営業収益の額 557,428   － 受託工事収益の額  2,920  

 

＝  ―  ％ 
 

イ 米原市下水道事業会計                       (単位：千円） 

           流動負債 322,316 ＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした

資金の不足額          地方債現在高 0 －流動資産  399,209  －解消可能資金不足額 0  

 事業の規模        営業収益の額 666,244   － 受託工事収益の額    0    

 

＝  ―  ％ 
 

 

 

＝ 

＝ 
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むすび 

 

平成 30 年度の健全化判断比率について、実質赤字比率および連結実質赤字比率は、各会

計において実質赤字および資金不足が生じていないため算定されていない。また、将来負

担比率も将来負担額を充当可能財源等が上回っているため算定されておらず、いずれの指

標とも健全な範囲内であった。実質公債費比率（３か年平均）は、平成 29年度に米原駅東

部土地区画整理事業の期日一括償還のために繰り出した経費が大幅に増えたことなどによ

り 1.1 ポイント上昇したが、これまで取り組まれた繰上償還等による公債費の抑制効果も

あって早期健全化基準の 25％を大きく下回っている状況である。引き続き将来負担を勘案

した行財政運営を行い、持続可能な財政基盤の構築に向け取り組まれたい。 

また、公営企業における資金不足比率については、各会計において資金不足額がないこ

とから算定されず、それぞれ健全な範囲内であった。各会計においては、引き続き資金需

要の的確な把握に努めるとともに、経営に係る計画等を着実に遂行し、健全で安定した経

営基盤の構築に向け取り組まれたい。 
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